
被災した農地・農業用施設の復旧フロー

異常気象の発生

異常気象後の見回り（※2）

被災箇所の発見
写真撮影（地元農家等）

市町村へ連絡

緊急性があり、やむを得ず応急措置が必要な場合、多
面的機能支払での実施が可能（※3）
（事例：「被災して埋まった用水路の土砂を早急に撤去して

通水しなければ作物の生育に影響が出る」など）

※3：活動組織等の予算の範囲内での実施となります。
活動記録、写真、領収書等の活動の証拠書類を保存されて

ください。
また、復旧区域の選定や優先順位等において、地元に不公平感が

でないよう配慮が必要です。）

多面的機能支払による復旧を行う場合、その旨市町村へ報告
をお願いします。

被災箇所の状況に応じて復旧方法を検討します。
①自力復旧（被災が軽微な場合など）
②災害復旧事業での復旧（市町村へ相談）
③多面的機能支払による復旧（※1）（活動組織へ相談）
※1：条件として、地元農家が多面的機能支払に取組んでいる場合に限
ります。
※2：多面的機能支払において、異常気象後の見回りの日当が交付金の
対象となります。

地元農家用

多面的機能支払による復旧を行う場合

検討

【 検討事項 】

【必要に応じて検討】
（１）鳥獣被害防止施設等の復旧・再整備について支援メニューあり
（２）中山間地域等直接支払に取り組んでいる場合は活用が可能
（※3）



被災した農地・農業用施設の復旧フロー

被害の規模が大きい
（復旧費用が４０万円以上）

被害箇所の増破防止、次期作付のた
め、早期復旧（査定前着工）が必要

応急仮工事（※）で対応
事業実施主体の判断で実施可能です
ので、速やかに対応してください

①市町村単独事業等で対応
（激甚災害の場合は農地等小災害復旧事
業で対応可能）

自力復旧で対応

市町村用

はい

いいえ

農家等からの連絡

市町村担当の調査
（被災規模の確認、写真撮影）

増破防止等の仮設工事である

本復旧工事で対応
査定後、国の事業決定通知を受け
て着工

応急本工事で対応
県及び九州農政局と協議要

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

自力復旧が可能

・多面的機能支払の指針等に基づく活動
か。
・活動計画に位置付けられているか。

多面的機能支払による
応急措置等
★活動記録や写真、領
収書等の証拠書類の整
理を活動組織へ指示

はい いいえ

（個別対
応）
県むらづく
り課へ御相
談ください。

【注意】内容が土砂の撤去のみの復旧は
応急本工事となります。
早期復旧が必要な場合は県農地整備課

へ御相談ください。
関係課連携

（※）補助の対象は、応急仮工事1箇所の費用が20万円以上
かつ応急仮工事を除く復旧工事の費用が40万円以上のもの

②多面的機能支払で対応
（多面的機能支払に取組んでいる地域
の場合、活動組織の合意の上で対応可
能）

市町村は①・②のどちらかを選択
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